
 
 
機能移転に関する新規則の法案公表 

2022 年 7 月 5 日、ドイツ連邦財務省は国境を越えた機能移転に関するドイツ外国税法第

1 条第 1 項に基づく、独立企業原則の適用に関する新規則の法案（以下、「機能移転法令

改正案」）をウェブサイトに公開しました 1。 

機能移転法令改正案は、2022 年 1 月 1 日以後に開始する課税年度から適用され、現行

の機能移転法令（Funktionsverlagerungsverordnung）に取って代わるものです。 

概要 

ドイツ連邦財務省は 2022 年 7 月 22 日をパブリックコメントの期限とし、現在、寄せられた

コメントについての検討を進めています。更新された法案については今秋公表される予定

で、法案更新後、ドイツ連邦議会の上院（Bundesrat）の承認を経て発効されます。 

2021 年 6 月 2 日付けで交付された源泉税軽減近代化法

（Abzugsteuerentlastungsmodernisierungsgesetz - "AbzStEntModG"）により、旧外国税

法第 1 条が改正され、クロスボーダーの機能移転に関する条文が改正されるとともに、外

国税法の第 1 条第 3b 項（新設）に移行されました。また、法令のうち一部が法律に移行さ

れました。機能移転法令改正案は外国税法の改正によって生じた法律と現行の機能移転

法令の間の重複を解消するとともに、新外国税法に則した内容となっています。 

納税者は本法案に含まれる変更点を確認し、自社のビジネスに及ぼしうる潜在的な影響に

ついて検討することが求められます。 

 

詳細 

機能移転法令改正案は全 10 パラグラフから構成されており、現行の機能移転法令の構成

に基づいています。なお、価格調整に関する規定がドイツ外国税法第 1a 条（新設）に含ま

れているため、現行の機能移転法令に規定されている価格調整に関するパラグラフ（第 9
条ないし第 11 条）は、機能移転法令改正案では削除されています。また、現行の機能移

転法令第 2 条は、その一部が機能移転法令改正案第 1 条に取り込まれています。 

ドイツ連邦財務省の見解によると、機能移転法令改正案はドイツ外国税法第 1 条第 3b 項

に導入された規定を反映したものとなっており、納税者にとって従来よりも厳しい内容に

なったと考えられます。 

 
1 
https://www.bundesfinanzministerium.de/Content/DE/Gesetzestexte/Gesetze_Gesetzesvorhaben/Abteilungen/Abteilung_IV/20_
Legislaturperiode/2022-07-05-FVerlV/0-Verordnung.html 

 



補足: 新旧対照表（条文番号のみ） 
機能移転法令改正案 現行の機能移転法令 

第 1 条: 一般規定 第 1 条: 定義 

 第 2 条: 移転パッケージに関する規定の適用 

第 2 条: 移転パッケージの価値 第 3 条: 移転パッケージの価値 

第 3 条: 移転パッケージの構成要素 第 4 条: 移転パッケージの構成要素 

第 4 条: 割引率 第 5 条: 割引率 

第 5 条: 割引期間 第 6 条: 割引期間 

第 6 条: 合意範囲（レンジ）の決定 第 7 条: 合意範囲（レンジ）の決定 

第 7 条: 損失補填、代償および補償の要求 第 8 条: 損失補填、代償および補償の要求 

 第 9 条: 納税義務者の事後調整条項 

 第 10 条: 大幅な乖離 

 第 11 条: 適正な事後調整 

第 8 条: 恒久的施設への適用  

第 9 条: 適用規定 第 12 条: 適用規定 

第 10 条: 施行および失効 第 13 条: 施行 

 

見解 

機能移転法令改正案をドイツ外国税法第 1 条第 3b 項に照らしあわせると、疑問が生じる

点もあります。例えば、現行の機能移転法令第 4 条第 2 項の規定は、移転パッケージが

譲渡（一括譲渡）されるか、あるいは移転パッケージの使用許諾であるか疑わしい場合、納

税者の了承のもと、使用許諾を前提とすることを定めていますが、機能移転法令改正案か

らこの内容は削除されています。一括譲渡は使用許諾に比べて税効果が不釣り合いなほ

ど大きいため、税務調査において激しい議論となることが想定されます。またドイツ国外に

おいて、事業譲受に伴う一括払いはのれんの計上につながり、そののれんが償却できない

場合、今回の改正を通じて本規定が削除されることによって、二重課税のリスクが生じる可

能性があります。 

しかしながら、使用許諾はドイツ外国税法第 1 条第 3b 項によって引き続き残る可能性が

あります。そのため、納税者が一括譲渡よりも使用許諾の方が事実関係により即しており、

実態を反映していることを立証できれば、使用許諾期間にわたって所得を分散させる手続

きは引き続き適用されると思われます。 

さらに、機能移転法令改正案第 5 条は、移転パッケージの評価に用いる期間について無

期限を前提としている一方で、一定の期間を採用する場合にはその立証を納税者に要求し

ています。同じことが、機能移転の評価にあたって、法律上あるいは契約上の損失補填に

基づく対価補償金を用いる際にも当てはまります。この場合も、納税者は無形資産の移転

がないことを立証しなければならず、信憑性のある証拠の提供だけでは不十分です（機能

移転法令改正案第 7 条参照）。 



今後、税務当局が機能移転法令の改正を受けて機能移転通達をどの程度改定するか注

目されます。 

機能移転法令改正案に含まれる主要な規定について、以下で詳しく説明します。 

セクション 1: 総則 

第 1 条: 一般規定 

第 1 項の「機能」の定義は現行の機能移転法令から変更ありません。 

第 2 項の「機能の移転」の定義はほぼ変更されていません。ただし、移転先企業が一時的

に機能を引き継ぐ場合であっても機能の移転が存在しうる旨を規定している現行の機能移

転法令第 1 条第 2 項第 2 文については、機能移転法令改正案では削除されています。な

お、従来どおり、総合的に判断して機能移転の要件を満たす場合、5 事業年度以内に実施

される一連の機能移転のプロセスは単一の機能移転として取り扱われます。 

現行の機能移転法令第 1 条第 3 項に含まれている「移転パッケージ」の定義は、第 2 項に

移行されます。 

「重要な無形資産」の定義は、本文中の参照条文番号の修正といった微修正を除き、本質

的な変更はなく、第 3 項（現行の機能移転法令第 1 条第 5 項）に記載されています。移転

された機能に無形資産が必須であり、かつ無形資産の譲渡対価（独立企業間価格）の合

計が、移転パッケージに含まれる全ての資産およびその他の便益の個々の価格の合計の

25%を超える場合、当該無形資産は重要であると捉えられます。このことは、重要な無形

資産が機能移転の対象ではないことを条件に、移転パッケージの評価を免除しているドイ

ツ外国税法第 1 条第 3b 項第 2 文と関連します。 

第 4 項は、機能移転後に移転先企業が移転元企業のみに提供する役務を、コスト・プラス

法による対価よりも高い価格で他社に提供する場合について述べています。このような取

引が行われる場合、機能移転前に移転元企業が当該役務の提供のために無償で提供し

ていた資産やその他の便益について、独立企業間価格で移転パッケージの対価を認識し

なければなりません。 

現行の機能移転法令第 1 条第 6 項と変わらず、第 5 項では移転先企業が当該機能を取

得してから 5 年以内に移転元企業において当該機能の制限がない場合、機能の移転が行

われたとはみなさないとしています（いわゆる「機能の複製」）。なお、現行の機能移転法令

第 1 条第 7 項は、関連者間取引が資産の売却や使用許諾、役務の提供あるいは駐在員

の派遣のみであり、機能の移転が同時に行われない場合、機能の移転に該当しないことを

示していますが、この規定は機能移転法令改正案に含まれていません。 

セクション 2: 移転パッケージの価値 

第 2 条: 移転パッケージの価値 

移転パッケージ全体の価格を決定する際に適用する移転価格算定方法の優先順位は現

行の機能移転法令に含まれていますが、機能移転法令改正案には含まれていません。 



第 2 条では、仮想的比較対象取引テストの検討、すなわち移転パッケージの評価を実施す

る際に、どのように合意範囲（レンジ）を決定するかについて述べられており、機能移転の

前と後に機能リスク分析をそれぞれ実施しなければなりません。さらに、実際に存在する選

択肢に加えて、立地有利性、シナジー効果、税効果についても考慮する必要があります。 

さらに、第 2 条では合意範囲（レンジ）の算定にあたって資本価値を指針とした評価方法を

用いることとしており、機能移転に関与する企業（移転先企業および移転元企業）に期待さ

れる財務上の資金余剰が考慮されます。現行の機能移転法令では、「税引後当期純利益」

が関連する用語として用いられています。この新しい文言は企業価値評価において慣習的

に使われているキャッシュフローをより考慮するためのものですが、機能移転法令改正案

に添付されている説明文書によると、この文言の変更は実質的な変更を伴うものではあり

ません。 

第 3 条: 移転パッケージの構成要素 

機能移転法令改正案第 3 条は移転パッケージの構成要素に関する規定であり、現行の機

能移転法令第 4 条に概ね対応しています。 

第 4 条: 割引率 

機能移転法令改正案第 4 条および現行の機能移転法令第 5 条によると、適切な割引率

はリスクフリーレートに適切なリスクプレミアムを加えた金利に基づいて決定されます。 

第 5 条: 割引期間 

現行の機能移転法令第 6 条によれば、評価にあたって用いる割引期間として、一定の期

間を用いる場合、納税者が信頼できる事例を示せば十分であると示されています。一方、

機能移転法令改正案第 5 条は、一定の期間を用いることが適切である旨の証明を納税者

に要求しています。 

第 6 条: 合意範囲（レンジ）の決定 

機能移転法令改正案第 6 条は、現行の機能移転法令第 7 条を概ね踏襲しています。機能

移転に係る対価の最低価格は、移転元企業の清算コストを踏まえて決定されます。なお、

機能移転法令改正案に添付されている説明文書によると、機能移転法令改正案第 6 条は

現行の機能移転法令第 7 条に対応し、その後の編集上の調整と明確化を行ったものであ

る旨が解説されています。 

機能移転法令改正案第 6 条第 2 項は、現行の機能移転法令第 7 条第 2 項に変更を加え

ることなく対応しています。したがって、事業を継続できない移転元企業の機能の移転に係

る対価の最低価格は、その清算価値に相当します。 

現行の機能移転法令第 7 条第 3 項第 1 文に従い、赤字機能の移転に係る対価の最低価

格は、期待損失の現在価値（清算価値）に相当します。また、機能移転法令改正案第 6 条

第 3 項は、現行の機能移転法令第 7 条第 3 項に対応しています。さらに、最高価格の決

定に関して、機能移転法令改正案第 6 条に実質的な変更はありません。また、機能移転

法令改正案第 6 条第 5 項は現行の機能移転法令第 7 条第 5 項から変更なく対応してお

り、機能移転法令改正案第 6 条第 4 項は編集上の微修正がある程度です。 



第 7 条: 損失補填、代償および補償の要求 

機能移転法令改正案第 7 条は、現行の機能移転法令第 8 条とほぼ一字一句対応してい

ますが、機能移転法令改正案第 5 条と同様に、挙証責任は納税者に不利になるように強

化されています。現行の機能移転法令第 8 条では、機能移転の評価にあたって対価補償

金を用いるケースを損失補填、代償、補償の要求に限定しており、そのため納税者は重要

な無形資産が移転されていないことを信頼できる形で証明しなければなりませんでしたが、

機能移転法令改正案では、論理的な主張による証明を納税者に要求しています。 

セクション 3: 最終規定 

機能移転法令改正案第 8 条では、機能移転に関する規定が、企業とその恒久的施設との

間の取引にも適用されることを明確にしています。 

機能移転法令改正案第 9 条により、機能移転法令の改訂版は 2022 年 1 月 1 日以後に

開始する課税年度から適用され、機能移転法令改正案第 10 条により現行の機能移転法

令は廃止されます。 

 

詳細は、英語の Newsflash またはドイツ語の Newsflash をご参照ください。 
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